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地域共生社会
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〇 平成に入りバブル経済が崩壊し経済は長期低迷、少子高齢社会に対応した社会保障制度の構造改革が進められた

〇 障がい分野は、社会福祉基礎構造改革により、介護サービスと同様に措置から利用契約制度へと舵が切られたが、財源の裏付けが脆弱だったため、一部費用負担を利用

者に求め個別給付を全て義務的経費とする障害者自立支援法の成立につながった

〇 今日、地域包括ケアシステムの考えを基底に、対象別（高齢・児童・障害・困窮者）の施策ではなく、「自助・互助・共助・公助」のベストミックスというべき地域共生社会を標榜

する施策が注目されている
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令和２年版 厚生労働白書 ―令和時代の社会保障と働き方を考える―（概要）

（平成３０年度・令和元年度厚生労働行政年次報告）

〇 令和２年版の厚生労働白書は、「令和時代の社会保障と働き方を考える」をテーマとして、平成の３０年間の社会の変容と２０４０年にかけ

ての今後の２０年間の変化の見通しを踏まえ、今回の新型コロナウイルス感染症の影響を含め、今後の対応の方向性等として、①人生１００

年時代に向けて、②担い手不足・人口減少の克服に向けて、③新たなつながり・支え合いに向けて 、④生活を支える社会保障制度の維持・

発展に向けて、⑤デジタル・トランスフォーメーション（DX)への対応、について提示している

・ 平均寿命は、平成３０年間に約５年伸び、さらに２０４０年にかけて約２年伸びる見通し。２０４０年時点で６５歳の人は、男性の約４割が９０

歳まで、女性の２割が１００歳まで生きると推計され、「人生１００年時代」が射程に

・ 健康寿命の延伸とともに、ライフステージに応じてどのような働き方を選ぶか、就労以外の学びや社会参加などをどのように組み合わせて

いくかといった生き方の選択を支える環境整備が重要に

・ 今後、本格的な人口減少が進む中で、就業者を始めとする「担い手」の減少を懸念。女性や高齢者の就業率の一層の向上とともに、働く

人のポテンシャルを引き上げ、活躍できる環境整備が必要

・ 特に、医療福祉従事者は２０４０年には最大１,０７０万人（就業者の約５人に１人）に増加の見通し。健康寿命の延伸等の取組とあわせて、

医療福祉現場の生産性を上げることにより、より少ない人手でも現場が回っていく体制を実現していくことが必要

・ 担い手不足が生じる根本的な原因は少子化の進行。長期的な展望に立って 総合的な対策を進めることが必要

・ 平成の３０年間で、三世代世帯が約４割から約１割に減少するなど、世帯構造は大きく変化。「日頃のちょっとした手助けが得られない」や

「介護や看病で頼れる人がいない」など、生活の支えが必要と思われる高齢者世帯は、過去２５年間で３.５倍程度増加。今後２５年間でさら

に１.５倍程度増える見込み

・ 「地縁、血縁、社縁」の弱まりの一方、ボランティア等によってつながる 「新たな縁」や、支え手・受け手といった枠を超え、支え合いながら

暮らす「地域共生社会」の実践も拡がりつつある。人口減少による地域社会の縮小が見込まれる中で、新たなつながり・支え合いを構築する

ことが必要
4
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④ 生活を支える社会保障制度の維持・発展に向けて

・ 平成の30年間の社会保障制度改革は、①機能の強化と②財政面の持続可能性の強化の２つの軸で実施されてきた。

・ 今後は、３つの方向性（①人生100年時代、②担い手不足・人口減少、③新たなつながり・支え合い）に沿った改革、特に、担い手不足・人

口減少の観点からサービス提供面を含めた持続可能性の強化が重要に。デジタル・トラン スフォーメーション（DX）への対応も不可欠に。

・ 「ポスト・コロナ」の社会も展望しつつ、社会保障制度改革について、国民的な議論を深めていくことが必要
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今後の社会保障制度改革を考える視点

社会保障制度改革

機能の強化：サービス提供面

＋
持続可能性の強化：財政面

人生１００年時代

新たなつながり・
支え合い デジタル・トランス

フォーメーション
（ＤＸ）

ポスト・コロナの
社会経済・財政

担い手不足・
人口減少

令和時代の社会保障と働き方の方向性

人生１００年時代
・健康寿命の延伸
・生涯現役の就労と社会参加

担い手不足・人口減少の克服
・就業率の一層の向上
・働く人のポテンシャルの向上と活躍
・医療・福祉サービス改革を通じた生産性向上
・少子化対策

新たなつながり・支え合い
・総合的なセーフティネットの構築
・多様な担い手が参画する地域活動の推進
・経済的な格差拡大の防止

生活を支える社会保障制度の維持・発展
・機能の強化
・持続可能性の強化 （サービス提供面、財政面）

デ
ジ
タ
ル
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ン
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フ
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シ
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ン
（Ｄ
Ｘ
）

（高齢者人口がピークを迎える２０４０年頃を見据えて） （新型コロナ感染症の影響）

・ ３つの「密」を避ける

新たな生活様式の拡

がり等、国民生活、社

会・経済の様々な面

に大きな影響

・テレワーク等の新

しい働き方、オンライ

ンを活用した診療や

行政手続き、アウト

リーチによる新しい

つながりが進展

・今後、産業構造、

国土構造、地域社会

のあり方、経済・財

政等に中長期の構

造変化が想定される
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かながわ じんこう

○ 神奈川の人口
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国勢調査実績：2015年、912.6万人

高位推計：2023年、923.6万人でピーク
中位推計：2020年、917.4万人でピーク
低位推計：2018年、914.0万人でピーク

高位推計

912.6万人

中位推計

※ 出生率は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2017年４月）」の出生率をもとに、神奈川県の出生率を設定
※ 将来の転入と転出によって生じる社会増減の程度に応じて、高位・中位・低位の３つのケースを設定して推計
※ 神奈川県政策局作成

低位推計
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○ 少子化の進行、高齢化の加速
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1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

（万人）

（年）

424万人
（54.8%）

269万人
（34.8%）

81万人
（10.5%）

477万人
（69.0%）

170万人
（24.6%）

96万人
（10.9%）

291万人
（33.1%）

492万人
（56.0%）

実 績 推 計

216万人
（23.9%）

574万人
（63.5%）

114万人
（12.6%）

44万人
（6.4%）

老齢人口（65歳以上）
生産年齢人口（15～64歳）
年少人口（０～14歳）

※神奈川県政策局作成

さんこう

参考２
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○ 世帯の動向

10

さんこう

参考３

※ ２０１５年までの実績値は、総務省統計局「国勢調査」による
※ ２０４５年以降は参考値
※神奈川県政策局作成
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500,000

2008（H19）年度 2012（H24 ）年度 2017（H29 ）年度 2019（R1）年度 2023年

精神障がい

知的障がい

身体障がい

人

（注）２０１３年３月から２０１８年３月までの５年間の県内人口に占める障がい者の比率の伸率から２０２３年の障がい者の比率を推計し、
２０２３年の県内人口推計値に乗じて算出している。

出典：２０１９年３月かながわ障がい者計画

(注）
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サービス区分 単位 Ｈ２７年度実績 Ｈ２８年度実績 Ｈ２９年度実績 Ｈ３０年度実績 令和元年度実績

訪問系
サービス

居宅介護等
時間 ３７５,８２２ ３７８,９５６ ４０４,９６４ ３９３,１１６ ４１７,６３５

人 １４,８２８ １５,２６１ １６,０４９ １６,０８８ １６,６５０

日中活動系
サービス

生活介護 人 １７,０３１ １５,４８８ １５,９６６ １７,４０６ １９,２６４

自立訓練（機能訓練） 人 １３１ １３４ １０７ １２３ １３３

自立訓練（生活訓練） 人 ４０８ ４３５ ４８１ ５６２ ３９２

就労移行支援 人 ２,１２４ ２,３７２ ２,６５６ ２,８４９ ２,９０４

就労継続支援（Ａ型） 人 １,３３０ １,５２６ １,７７９ １,８８３ １,９６９

就労継続支援（Ｂ型） 人 ８,９４８ ９,６６５ １０,３１５ １１,１５０ １１,４３７

就労定着支援 人 ― ― ― ６５６ １,２２３

療養介護 人 ７０８ ７６３ ７９１ ８１５ ８３６

短期入所
人日 ２０,５４７ ２０,５２２ ２０,６７３ ２２,１６６ ２０,７７４

人 ３,５４６ ３,７０８ ３,８３６ ４,２７６ ３,７３２

居住系
サービス

自立生活援助 人 ― ― ― ３ ２７

共同生活援助 人 ７,２９４ ７,９６８ ８,１４８ ８,７４８ ９,４４２

施設入所支援 人 ５,０４９ ５,０００ ４,８８８ ４,８７８ ４,８０３

指定地域
相談支援

地域移行支援 人 ５９ ４９ ６０ ６３ １７３

地域定着支援 人 ３９ ３２ ５５ ７７ ４０１

指定計画
相談支援

計画相談支援 人 ９,８８７ １１,１９３ １２,７６４ １６,８５６ １６,８４６

（注）人数は年間の実人員数である。また、「時間」は１か月あたりの延べ利用時間数であり、「人日」は１か月あたりの延べ利用日数である。


